
 

 保険法部会資料 11 

 
保険法の見直しに関する中間試案の 

取りまとめに向けた議論のためのたたき台（３） 

 

（前注） 本資料における資料作成上のルールは，基本的に保険法部会資料９と同じであるが，

「★」を付した事項については，実質的な規律の内容を本文に掲げ，法文を意識した記

載をしていないところもある。 

 
第４ 生命保険契約に関する事項 

（生命保険契約に関する事項関係前注） 

 １(1)のとおり，生命保険契約には死亡を保険事故とする契約（死亡保険契約）と生存

を保険事故とする契約（生存保険契約）とがあるが，各項目の本文には，死亡保険契約

を前提とした規律を記載し，生存保険契約にも同様の規律を設ける必要があるかどうか

については，（注）に記載している。 

 

１ 生命保険契約の成立 

(1) 生命保険契約の意義 
    生命保険契約は，当事者の一方が相手方又は第三者の生存又は死亡に関し

て一定額の金銭の支払その他の財産上の給付をすることを約し，相手方がこ

れに対して保険料を支払うことを約することによって，その効力を生ずるも

とする。 の
 

（現行商法の関連条文） 

○ 第６７３条 生命保険契約ハ当事者ノ一方カ相手方又ハ第三者ノ生死ニ関シ

一定ノ金額ヲ支払フヘキコトヲ約シ相手方カ之ニ其報酬ヲ与フルコトヲ約

スルニ因リテ其効力ヲ生ス 
  

（注） 現行商法第６７３条の「金額ヲ支払フ」という文言は，保険給付が金銭の支払で

あることを前提としているが，本文ではこのような限定をすることをやめ，金銭の

支払以外の財産上の給付（いわゆる現物給付）を定める場合をも生命保険契約とし

て位置付けることとしている（損害保険契約における保険者の給付については，第

１の１(1)の（注１）参照）。 
（補足）１ 本文では，いわゆる現物給付を生命保険契約の保険給付として位置付けるこ

とを提案している。 
いわゆる現物給付については，物の引渡しに限られず，労務や役務（サービ
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ス）の提供を含むものとすることが考えられ，この場合には，給付の内容によ

っては，保険者が契約上の債務を負いつつ，その債務の履行として保険者以外

の第三者が現実の給付行為をすることも考えられる。 
もっとも，現物給付も保険契約に基づく給付であり，収支相等原則が採られ

ているかどうかを検証する必要があること等から，金銭に見積もることができ

るものである必要があると考えられる。 
なお，生命保険契約における現物給付は，定額保険の給付である以上，保険

契約の締結時に給付の内容又はその決定基準が一定額のものとして具体的に

定められている必要があり，保険事故が発生した時にはその定められたところ

に従って保険給付が行われることになるから，損害保険契約における保険給付

とは明確に区別されるものである（例えば，人が死亡したことによって必要な

費用等の損害をてん補する保険契約は損害保険契約であって，仮にこれについ

て現物給付が約定されたとしても，本文の生命保険契約ではない。）。 
    ２ 本文は，民法の売買契約の意義に関する規定（同法第５５５条）等と同じく，

保険契約が双務・有償契約であること，各当事者の給付の内容等を明らかにす

るものであるが，その内容については，「当事者の一方」や「相手方」等を明

確に規定することを含め，なお検討することとする。また，「保険金額」や「保

険金受取人」など金銭の支払を前提としていると考えられる用語をどうするか

についても，なお検討することとする。 
 
(2) 他人を被保険者とする死亡保険契約 ★ 

 
（現行商法の関連条文） 

○ 第６７４条 他人ノ死亡ニ因リテ保険金額ノ支払ヲ為スヘキコトヲ定ムル保

険契約ニハ其者ノ同意アルコトヲ要ス但被保険者カ保険金額ヲ受取ルヘキ

者ナルトキハ此限ニ在ラス 

   ②・③（略） 
  

（他人を被保険者とする死亡保険契約関係前注） 

      傷害・疾病等を原因とする死亡給付についても，被保険者の死亡を保険事故とす

る生命保険契約と整合的な規律とする必要があるため，ここでまとめて検討するが，

その契約法上の位置付けについては，なお検討することとする。 

 

   ア 被保険者の同意によって弊害を防止する方法（原則） 

他人を被保険者とする死亡保険契約は，被保険者の同意がなければ，そ

の効力を生じないものとする。 

（問題点）１ 被保険者に対する情報提供の在り方についてどのように考えるか。 
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２ 一定の場合には，保険契約締結後に被保険者が契約関係から離脱する

ことを認めるものとすることが考えられ，その具体的要件としては，例

えば，次のようなものが考えられるが，どうか。また，これらの場合以

外にも離脱を認めるべき場合はないか。さらに，被保険者が未成年者で

ある場合については，これよりも広く離脱を認めることも考えられるが，

どうか。 

(1) 重大事由による解除の要件を具備する場合（保険法部会資料７の第

５の７参照。なお，詳しくは生命保険契約の終了のところでまとめて

検討することとする。） 

(2) 被保険者と保険金受取人〔保険契約者〕との親族関係が終了した場

合 

（注１） 被保険者の同意は，保険契約の当事者である保険者又は保険契約者に対し

てすれば足りると考えられる（２(3)の（注２）参照）。 

（注２） 被保険者が未成年者の場合には，当該未成年者の同意がなければならない

ものとする（原則としてその法定代理人の同意を得てする必要がある。民法

第５条，第８１８条第３項参照）。なお，未成年者に意思能力がない場合には，

その同意ということを考える余地はないため，イの規律によってのみ契約の

効力が認められることになる。 

（注３） 未成年者以外の制限行為能力者に関する規律の在り方については，なお検

討することとする。 

（注４） 団体生命保険契約について，被保険者の同意に関する特別の規律は設けな

いものとする。 

（注５） 契約締結後に新たに被保険者が生じた場合（例えば，いわゆる家族保険契

約や団体生命保険契約の場合）には，その者の同意を得るか，イの規律によ

る必要があることになる。 

（注６） 本文の規律に反する特約は，無効とするものとする。 

（注７） 他人を被保険者とする生存保険契約については，本文の規律と同様の規律

は設けない（現行商法第６７４条第１項と同じく，被保険者の同意を効力要

件とはしない）ものとする。 
（補足）１ 本文は，現行商法第６７４条第１項本文の規律を維持しつつ，他人を被

保険者とする死亡保険契約においては被保険者の同意が効力要件であり，

これを欠く契約は無効であることを明確に規定することとしている。 

２ （問題点）１では，被保険者の同意は必ずしも書面によることを要しな

いものとすることを前提として，同意を得る際の被保険者に対する情報提

供の在り方について問題提起している。現行商法の解釈上，被保険者の同

意は，自己を被保険者とする死亡保険契約が締結されること及び契約内容

を認識した上でする必要があるといわれており，このような認識を欠く場
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合にはそもそも「同意」があったとはいえないから，契約は効力を生じな

いことになると考えられるが，この点を担保するための何らかの手当てが

必要かどうかを問うものである。 

なお，契約が更新又は更改されることを前提とした契約において，被保

険者がそのこと及び更新又は更改の内容を認識した上で同意をした場合に

は，最初に被保険者となる時に同意を得れば足り，その後の更新又は更改

の都度，同意を得ることまでは要しないと考えられる。 

３ 未成年者を被保険者とする生命保険契約の規律の在り方について，（注

２）では，公序良俗（民法第９０条）に反する場合等を除き，このような

保険契約も有効であることを前提として，未成年者を被保険者とする場合

に関する特別の規律を設けることを提案している。 

（注２）では，未成年者に意思能力がある場合には，その者（及びその

法定代理人）の同意を得る必要があることとしているが，意思能力がある

場合にイの規律によることも可能である。 

なお，法定代理人が同意をすることが利益相反に当たる場合の規律につ

いては，なお検討することとする。また，未成年者を保険契約者兼被保険

者とする保険契約をその法定代理人が締結する場合の規律についても，な

お検討することとする。 

        ４ （注４）では，団体生命保険契約について被保険者の同意に関する特別

の規律は設けないものとしていることから，イの規律によることが可能な

場合を除き，本文の規律により，個々の被保険者の同意が必要ということ

となる。 

 

イ 被保険者の同意以外の方法によって弊害を防止する方法（例外） 

アにかかわらず，次に掲げる場合には，被保険者の同意がないときであ

っても，他人を被保険者とする死亡保険契約は，その効力を有するものと

する。 

(ｱ) 保険事故が保険契約者の管理若しくは監督下において発生し，又は保

険契約者と被保険者が共通の目的をもって行う一定の業務若しくは活

動に関して発生したものに限定されている場合であって，被保険者又は

保険事故発生時に被保険者と生計を一にする親族を保険金受取人に指

定する場合 

(ｲ) 保険契約者と生計を一にする親族を保険契約者とともに被保険者とす

る場合であって，被保険者又は保険事故発生時に被保険者と生計を一に

する親族を保険金受取人に指定する場合 

（問題点）１ 本文の場合には，保険契約締結後に被保険者が契約関係から離脱する
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こと（ただし，理由なく離脱することができるのは，被保険者において

契約が締結されたこと及びその内容を知ってから一定期間内に限定する

こと，その期間経過後はアの（問題点）２と同じ場合に限り，離脱する

ことができるものとすること）を認める必要があると考えられ，その前

提として，契約締結後に，保険契約者〔又は保険者〕が被保険者に対し

て契約が締結されたこと及びその内容を知らせる必要があると考えられ

るが，そのような規律はどのような場合に必要で，その内容についてど

のように考えるか。 

         ２ 本文の場合には，さらに，アの（問題点）２の(2)の場合，あるいは被

保険者の死亡を保険事故とする保険金が支払われることが被保険者の

意思に反する場合（被保険者において保険契約が締結されたこと及びそ

の内容を知ってから遅滞なく（問題点）１の離脱の請求をしなかった場

合を除く。）には，保険者は，保険金を支払う責任を負わないものとす

ることが考えられるが，どうか。 

         ３ 被保険者が未成年者である場合の規律について，例えば，被保険者が

成人の場合よりも離脱を広く認めるものとすること等について，どのよ

うに考えるか。 

         ４ 本文の場合について，他に必要な規律はないか。 

（注１） 本文①の「親族」は，六親等内の血族，配偶者，三親等内の姻族（民法第

７２５条参照）及び婚姻又は縁組の届出をしていないが被保険者と事実上夫

婦又は養親子と同様の関係にある者とするものとする。 

（注２） 未成年者以外の制限行為能力者に関する規律の在り方については，なお検

討する必要がある。 

（注３） 団体傷害・疾病保険契約について，被保険者の同意に関する特別の規律は

設けないものとする。 

（注４） 契約締結後に新たに被保険者が生じた場合（例えば，自動車保険契約の搭

乗者傷害条項）の規律については，アの（注５）参照。 

（注５） 本文の規律の強行規定性及び規律の対象については，アの（注６），（注７）

参照。 

    （補足）１ 本文では，第７回会議における議論を踏まえ，保険の利便性等に配慮し

つつ，現行商法第６７４条第１項本文の趣旨を実現するための規律を設け

ることを提案している。具体的には，他人である被保険者の同意がなくて

も，契約を有効に締結することができる場合を限定的に列記している。 

          本文のうち(ｱ)は，自動車保険の搭乗者傷害条項や，遊園地等の施設入場

者やイベント参加者の傷害保険契約，団体の管理下における傷害を保険事

故とする傷害保険契約等のように，保険事故が保険契約者と関係のある一

定の場合に限定されており，保険契約者が被保険者の死亡等を保険事故と
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する保険契約を締結する必要性が高く，その合理性もあると認められる場

合を定めたものである。 

また，(ｲ)は，いわゆる家族保険契約のような「家族」をまとめて被保

険者とする契約を念頭に置いているが，例えば職場で世帯主が家族もまと

めて被保険者とする保険契約を締結する場合にも同様の規律でよいとも

考えられ，規律の及ぶ範囲やその規定振りについては，なお検討する必要

がある。 

これらの場合には，アの規律によって被保険者の同意を得ることも可能

であり，被保険者の同意を得た場合には，イの（問題点）に記載した規律

は及ばず，専らアの（問題点）に記載した規律が及ぶことになる。 

        ２ （問題点）２は，保険契約が締結されたこと及びその内容について知ら

される機会がなく，（問題点）１の規律による離脱の機会がないまま保険

事故が発生した場合の規律として，被保険者の意思を尊重するために，保

険者は保険金の支払責任を負わないものとすることの当否を問うもので

ある。 

なお，他人である被保険者に対して同意を求めたところ同意を拒絶され

たような場合には，（問題点）２の規律により，保険者は保険金を支払う

責任を負わないとすることが考えられるが，アの規律とイの規律との関係

については，なお検討することとする。 

  

(3) 危険に関する重要な事項についての事実の告知 ★ 【各契約共通事項】 
 

（現行商法の関連条文） 

○ 第６４４条 保険契約ノ当時保険契約者カ悪意又ハ重大ナル過失ニ因リ重要

ナル事実ヲ告ケス又ハ重要ナル事項ニ付キ不実ノ事ヲ告ケタルトキハ保険

者ハ契約ノ解除ヲ為スコトヲ得但保険者カ其事実ヲ知リ又ハ過失ニ因リテ

之ヲ知ラサリシトキハ此限ニ在ラス 

②前項ノ解除権ハ保険者カ解除ノ原因ヲ知リタル時ヨリ一个月間之ヲ行ハサ

ルトキハ消滅ス契約ノ時ヨリ五年ヲ経過シタルトキ亦同シ 

第６４５条 前条ノ規定ニ依リ保険者カ契約ノ解除ヲ為シタルトキハ其解除

ハ将来ニ向テノミ其効力ヲ生ス 

②保険者ハ危険発生ノ後解除ヲ為シタル場合ニ於テモ損害ヲ塡補スル責ニ任

セス若シ既ニ保険金額ノ支払ヲ為シタルトキハ其返還ヲ請求スルコトヲ得

但保険契約者ニ於テ危険ノ発生カ其告ケ又ハ告ケサリシ事実ニ基カサルコ

トヲ証明シタルトキハ此限ニ在ラス 

   第６７８条 保険契約ノ当時保険契約者又ハ被保険者カ悪意又ハ重大ナル過

失ニ因リ重要ナル事実ヲ告ケス又ハ重要ナル事項ニ付キ不実ノ事ヲ告ケタ 
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ルトキハ保険者ハ契約ノ解除ヲ為スコトヲ得但保険者カ其事実ヲ知リ又ハ

過失ニ因リテ之ヲ知ラサリシトキハ此限ニ在ラス 

②第六百四十四条第二項及ヒ第六百四十五条ノ規定ハ前項ノ場合ニ之ヲ準用

ス 
  

（危険に関する重要な事項についての事実の告知関係前注） 

告知義務違反の効果については，エのとおり，現行商法の立場を維持するか，それ

ともいわゆるプロ・ラタ主義を採用するかという問題があるが，義務違反の効果を導

くための要件等については，第１の１(3)のアからウまでの規律を前提としている（第

８回会議において御指摘いただいた点については，なお検討することとする。）。 

なお，告知義務違反により契約が解除された場合の保険料積立金等の返還について

は，保険契約の終了関係のところで，検討することとする。 

 

エ 告知義務違反の効果 

Ａ案 保険事故が発生したとしても，告知されなかった事実と当該保険

事故との間に因果関係がない場合を除き，保険者は責任を全部免れ

るものとする。 

Ｂ案 保険事故が発生したとしても， 

① 保険契約者又は被保険者に故意があった場合には，〔告知され

なかった事実と当該保険事故との間に因果関係がない場合を除

き，〕保険者は責任を全部免れるものとし， 
② 保険契約者又は被保険者に重大な過失があった場合には， 

(1) 正しい告知がされていたら保険者は保険契約を締結しなかっ

たであろうときは，〔告知されなかった事実と当該保険事故との

間に因果関係がない場合を除き，〕保険者は責任を全部免れるも

のとし， 

(2) 正しい告知がされていたら保険者はより高い保険料で保険契

約を締結したであろうときは，〔告知されなかった事実と当該保

険事故との間に因果関係がない場合を除き，〕一定の方法により

保険金を減額した責任を負うものとする。 

（問題点）１ Ｂ案（いわゆるプロ・ラタ主義）の採否を検討するに当たっては，次の

各点を検討すべきと考えられるが，それぞれについて，どのように考える

か。また，ほかに検討すべき問題点はないか。 

① 規律の適用結果（保険者が引き受けたかどうか，引き受けた場合の保

険料の額等の契約の内容）を保険金請求権者において検証することは可

能か（保険者は引受基準を明らかにする必要があることになると考えら
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れるが，その当否）。 

② 保険契約者間の衡平が害されないか（保険金の支払額が増加し，結局

は保険料の増額につながらないか，そもそも重過失による告知義務違反

の場合に現行法以上に保険契約者等を保護する必要があるか）。 

③ 契約の成立時における危険に関する重要な事項に関する事実（生命

保険契約における被保険者の病状等）を厳密に知ることが可能か。 
④ あらゆる給付の内容に対応した規律とすることが可能か（例えば，

いわゆる現物給付（１(1)の（補足）１参照）をすることを定める契

約や保険金を定期的に支払うことを定める契約にも対応することが

できる規律を設けることは可能か）。 
⑤ 故意と重過失とを明確に区別することが可能か。 
⑥ 保険契約者等が告知をするインセンティブが失われないか。 

２ Ａ案（現行商法の立場）について，何か具体的な（現実的な）問題が

あるか。それは現行商法とは異なる立場を採用しなければ解決不可能な

ものか。 
３ 本文の「告知されなかった事実と当該保険事故との間に因果関係がな

い場合」に関し，因果関係の有無の証明責任の所在について，どのよう

に考えるか。 
（注） 本文は保険事故が発生した場合における保険者の保険金支払責任に関する規律

であるが，これ以外の告知義務違反の効果をどのように考えるか（現行商法のよ

うに，将来に向かって保険契約の解除をすることができるものとするにとどめる

か，このほかに，契約は維持した上で保険料の増額請求等を認める仕組みを採用

するか）については，本文の規律と併せて，なお検討することとする。 

（補足）１ （問題点）１では，プロ・ラタ主義を採用する場合に検討すべき点につ

いて問題提起している。 

         (1) ①について 

①は，規律の適用結果の検証可能性について問うものである。 

この点，プロ・ラタ主義といっても具体的には様々な規律があり得る

が，例えば，保険者として引受け可能である場合には，実際に約定され

た保険料の額のあるべき保険料の額に対する割合によって保険金を減額

するとの規律（保険法部会資料２の第３の１(4)アのＢ案参照）を採用

した場合には，保険金請求権者としては，引受けが可能であったか又は

引受けが可能である場合のあるべき保険料の額はいくらであったかにつ

いて知らないと，支払われるべき保険金の額を知ることはできないが，

保険金請求権者は当然にはこれらを知り得る立場にはないように考えら

れる。また，正しい告知がされていたら締結されていたであろう契約の

内容に従って保険金の額を決定するとの規律（保険法部会資料２の第３
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の１(4)アの（補足）３のＢ′案参照）を採用した場合にも，どのような

内容の契約が締結されていたかを保険金請求権者が知ることは困難（又

は不可能）と考えられる。 

これらについては，適用結果についての証明責任を保険者に課すこと

によって一定程度解決可能との指摘も考えられるが，一方当事者にしか

証拠資料がない場合にその者に証明責任を課すと，反対当事者としては

反証のしようがなく，結局は検証を経ることなく一方当事者の主張どお

りの結論になってしまうのではないかとの懸念（基本法の規律の適用結

果についてはある程度両当事者による本証・反証が可能である必要があ

るとの指摘）もあり得るところである（これに対し，現行商法のような

保険事故との間の因果関係の有無によって判断するとの規律であれば，

客観的な事実をもとに判断することになるから，上記のような懸念（指

摘）は当たらないと考えられる。）。また，保険者に証明責任を課すと，

訴訟の場面では，裁判所の心証を形成するに足りる証明をする必要があ

ることから，保険者は引受基準そのもの又は他の事案における結果等を

公開の法廷において十分明らかにする必要があることになるが，それが

可能か，相当かという問題もあるように考えられる。 

さらに，過失の程度等の事情を考慮して合理的な範囲内で保険金を減

額するとの規律（保険法部会資料２の第３の１(4)アの（補足）３のＢ″

案参照）を採用した場合には，上記のような点は問題とならないが，裁

判例の集積を待たなければその適用結果が明らかとはならず，また保険

金の支払の場面における実務上の混乱も予想されることから，日々の円

滑かつ迅速な保険金の支払が害され，ひいては保険金請求権者の保護に

欠ける結果とならないかについて検討する必要がある。 

加えて，以上の各規律については，いずれも保険契約者等（特に消費

者）にとって分かりやすい規律かどうかという観点からも検討する必要

があると考えられる。 

         (2) ②について 

②は，保険契約者間の衡平性について問うものである。 

この点，現行商法では，義務違反の要件は保険契約者等の故意又は重

過失に限られているし，告知されなかった事実と保険事故との間に因果

関係がない場合には保険金が支払われることから，プロ・ラタ主義を採

用するかどうかは，主に，重大な過失による告知義務違反の場合におい

て，実際に発生した保険事故と告知されなかった事実との間に因果関係

があるとき（例えば，告知しなかった事実が原因で被保険者が死亡した

場合）に保険契約者等を保護する必要があるかという観点から検討する

必要があると考えられる。 
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この点については，現行の制度の下におけるのと比べて保険金の支払

額が増加し，結局は保険料の増額につながらないかという全保険契約者

との間の衡平という観点からも検討する必要があると考えられる。 

(3) ③について 

③は，契約締結時の状況を厳密に知ることが可能かについて問うもの

である。 
(1)において記載したように，保険者において引受けが可能であった

か，あるべき契約の内容（あるべき保険料の額等）は何であったかを探

求した上で保険金の額を決定する規律を採用し，保険者にその証明責任

があるとすると，保険者において告知義務違反が問題となった時点でこ

れを調査し，明らかにする必要があるが，これが可能かについて検討す

る必要があると考えられる。 
法律上，告知義務違反による解除は契約の成立時から５年間可能であ

り，告知義務違反が判明した時点では，契約の成立当時の証拠が散逸し

ている可能性もあるし，生命保険契約等において告知義務違反が問題と

なる事案の中は，契約の成立時に正確に告知していれば診査医による診

査を受けていたはずの事案もあり，これが行われていないとすると，そ

の当時の病状等の判断が困難であり，結果的に保険者は引き受けること

ができなかったことや，あるべき契約の内容（あるべき保険料の額等）

を証明することができないことにならないか（これはひいては保険料の

増額につながらないか）についても，検討する必要があると考えられる。 
(4) ④について 

④は，あらゆる給付の内容に対応した規律とすることが可能かについ

て問うものである。 
例えば，現物給付については，給付が可分なものであればともかく，

不可分なものであれば，それを割合的に分割することはできないため，

保険金受取人に一定の金額を負担させた上で給付をすることも考えら

れるが，それでは現物給付の有用性が阻害されたり，法律関係が複雑と

なったりしないかについて検討する必要がある。 
また，定期的に給付すべき場合には，すべての給付を合計して結果的

に保険金の額を調整することでも足りるようにも考えられるが，現物給

付と同じく，法律関係が複雑とならないか等について検討する必要があ

ると考えられる。 
さらに，契約によっては，保険事故が発生した場合に様々な給付が同

時にされることがあり，そのそれぞれについて減額計算をすることにな

るのか等についても，併せて検討する必要があると考えられる。 
(5) ⑤について 
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⑤は，第１回会議において指摘があった故意と重大な過失の区別につ

いて問うものである。 
法概念として，「故意（悪意）」と「重大な過失」とは明確に区別され

ているものであり（例えば，責任保険契約においては，保険契約者等の

故意（悪意）の場合は保険者が免責されるのに対し，重大な過失の場合

は保険者が免責されないこととされることが多い（自動車損害賠償保障

法第１４条，第１６条第３項，第７６条第２項参照）。），故意は直接証拠

だけではなく，間接証拠（事実）によっても認定することが可能である

が，これによっても故意が証明されない場合には，明らかに故意が疑わ

れる場合であっても故意があるとはいえない（故意ではない）というこ

とになる（告知義務違反が争われる事案において，判決文上は故意（悪

意）又は重過失があるとか，少なくとも重過失があるという判示が多い

と指摘されているが，故意と重過失とで法的効果が異なるとすれば，そ

のどちらであるのかを明確に判断することになる。）。 
他方で，故意（悪意）かどうかは主観の問題であって，証明が困難で

あるといわれることもあり，具体的な事案においては，その区別が困難

な場合があり得ることは否定できないが，故意かどうかの認定に当たっ

ては，当事者の認識をうかがわせる事実のほか，どのようにして告知を

求めたか（告知書の質問の具体性等）や客観的な証拠（健康診断の結果

やカルテ等）の存在等も重要な意味を持っていると考えられ，証明の困

難性のみならず，これらの事情をも総合的に検討する必要があると考え

られる。 

(6) ⑥について 

⑥は，第１回会議において指摘されたところであるが，これについて

は否定的な指摘もされたことから，①から⑤までとの関係も含め，さら

に分析的に検討していく必要があるようにも考えられる。 
２ （問題点）２は，現行商法の下で具体的な（現実的な）問題があるか等

について問題提起するものである。 
この点，学説上，現行商法のように告知されなかった事実と発生した保

険事故との間に因果関係がない場合には保険金が支払われる旨の規律を設

けることは，告知義務制度の趣旨と矛盾するとか，正確に告知した者との

間の衡平を害する等との指摘がされてきた。 
しかし，保険契約者は保険料を支払ってきたものであり，これは保険契

約者等が契約の成立時に告知をした事実をもとに算定されたものであると

ころ，告知義務違反の結果告知されなかった事実と発生した保険事故との

間に因果関係がない場合には，これを支払うことにも一定の合理性がある

と考えられる。また，立法論的にも保険契約者保護の観点から現行商法の
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上記規律を維持すべきとの提案がされており，この規律には告知義務制度

の制裁的効果の緩和機能があるとの指摘もされている。 
加えて，第１回会議において，現行商法の下で特段の問題が生じていな

いのであれば，これを維持するのが合理的である旨の指摘もされたところ

である。 
そこで，現行商法の立場について，何か具体的な（現実的な）問題があ

るかについて検討するとともに，仮に問題があるとしても，それは現行商

法とは異なる立場を採用しなければ解決不可能なものかについても検討す

る必要があると考えられる。 
        ３ （問題点）３は，因果関係の有無の証明責任の所在について，問題提起

するものである。 
          現行商法第６７８条第２項において準用する第６４５条第２項では，保

険契約者が証明すると規定されており，実際には保険金受取人が保険金請

求の場面で証明することになろうが，因果関係がないことという消極的事

実の証明は一般的には困難といわれているし，生命保険契約や疾病保険契

約を念頭におけば，因果関係の証明には医学的知識等が必要となり，保険

契約者又は保険金受取人がそのような証明をすることは困難なようにも

考えられる（なお，告知義務を現行商法の自発的な申告義務から質問応答

義務に改めるのも保険契約者等が医学的知識等に乏しいことが一つの根

拠であると考えられる。）。 
他方で，因果関係の有無が問題となるのは，告知義務違反の要件（危険

に関する重要な事項について事実を告知しなかったこと，保険契約者の故

意又は重過失等）が保険者によって証明された場合であるから，保険金請

求の一般的な要件として消極的事実の証明が求められるわけではない。 
以上の点を踏まえ，因果関係の有無の証明責任の所在について検討する

必要がある。 

 

（危険に関する重要な事項についての事実の告知関係後注） 

① 本文の規律に反する特約〔で保険契約者，被保険者又は保険金受取人に不利なも

の〕は，無効とするものとする。 

② 損害保険契約におけるいわゆる企業保険については任意規定とすべきであると

の指摘に関連して，生命保険契約について任意規定とする必要がある場合はある

か。 
③ 契約の更新又は更改の場合にも，改めて保険契約者又は被保険者に対して告知を

求め（第１の１(3)ア参照），その際に告知義務違反があった場合でない限り，告知

義務違反を理由として更新又は更改後の契約の解除をすることができないことに

なると考えられるが，その場合に関する特別の規律を設ける必要はないか。 

 
 

12



④ 生存保険契約については，本文の規律及び第１の１(3)のアからウまでの規律と

同様の規律は設けないものとすることで，よいか。 
（補足）１ ①では，各規律を強行規定とすることを提案している。 

告知されなかった事実と発生した保険事故との間に因果関係がない場合

には保険金が支払われる旨の規律を強行規定とする場合，告知されなかった

事実と発生した保険事故との間に因果関係がない場合にまで保険金を支払

わないこととすることは許容されないことになるが，この点については，第

１回会議において，自動車保険契約や責任保険契約等においては，因果関係

の有無によって区別した規律とはしていない旨の指摘や，告知事項には保険

事故との間の因果関係を問題にすることができない（保険料の算定の基礎と

することには合理性があるが，事実と保険事故との間の因果関係があるとま

でいうことは困難である）ものもある旨の指摘がされたところである。 

しかし，このような場合に単に本文のＡ案を採りつつ，因果関係不存在

の場合の特則を排除する（因果関係の有無にかかわらず，保険者は常に免責

とされるにもかかわらず，保険料を返還する必要はないとする）ことで問題

はないか，告知をするインセンティブを失わせない範囲で保険者の責任を認

めることはできないのか等について検討する必要があると考えられる。 

なお，仮に法律上の規律として本文のＡ案を採用した場合に，約款等で

本文のＢ案のような規律を採用することができることとすべきかについて

も，整理する必要があると考えられる。 

２ ③については，保険法部会資料８の第７の２の（補足）参照。 

 

(4) 保険金受取人の指定 

① 保険金受取人は，保険契約の締結時に，保険契約者が保険者に対する意

思表示によって指定するものとする。 

   ② 保険契約者の指定がされなかったときは，保険契約者（保険契約者が被

保険者であるときは，その相続人）を保険金受取人に指定したものとみな

すものとする。 

③ 第三者が保険金受取人であるときは，その第三者は，当然に生命保険契

約の利益を享受するものとする。 
 

（現行商法の関連条文） 

○ 第６４７条 保険契約ハ他人ノ為メニモ之ヲ為スコトヲ得此場合ニ於テハ保

険契約者ハ保険者ニ対シ保険料ヲ支払フ義務ヲ負フ 
第６７５条 保険金額ヲ受取ルヘキ者カ第三者ナルトキハ其第三者ハ当然保

険契約ノ利益ヲ享受ス但保険契約者カ別段ノ意思ヲ表示シタルトキハ其意

思ニ従フ    
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   ②（略） 
第６８３条 第六百四十条、第六百四十二条、第六百四十三条、第六百四十

六条、第六百四十七条、第六百四十九条第一項、第六百五十一条乃至第六

百五十三条、第六百五十六条、第六百五十七条、第六百六十三条及ヒ第六

百六十四条ノ規定ハ生命保険ニ之ヲ準用ス 
    ②（略） 

 
（注１） 現行商法第６４７条の規律については，第１の１(4)の（注１）参照。 
（注２） 本文①及び③の規律に反する特約〔で保険契約者又は保険金受取人に不利な

もの〕は，無効とするものとする。 
        本文②の規律は，任意規定とする。 
   （注３） 生存保険契約についても本文の規律と同様の規律を設けるものとする（ただ

し，②の括弧内の規律は，死亡保険契約のみに関する規律である。）。 
（補足） 本文①及び②では，保険金受取人の指定と変更との関係について，保険契約締

結時に常に保険金受取人の指定がされ，その後にされるのはすべて保険金受取人

の変更であると整理することを提案している。 

     これによれば，例えば，保険契約者が自分で保険金を受け取るつもりで保険金

受取人を指定しなかった場合も自己（保険契約者が被保険者である場合には，そ

の相続人）を保険金受取人に指定したことになり，その後に第三者を保険金受取

人とすることは保険金受取人の変更になると整理することになる。 

     この点については，民法の第三者のためにする契約における一般法理や，保険

契約締結後の保険金受取人の変更に関する規律（２(4)参照）との関係を踏まえ，

なお検討することとする。 

 

(5) 生命保険契約の成立前から保険者が責任を負う旨の定め（いわゆる遡及保

険） 【各契約共通事項】 

第
 
１の１(5)参照。 

（現行商法の関連条文） 

○ 第６４２条 保険契約ノ当時当事者ノ一方又ハ被保険者カ事故ノ生セサルヘ

キコト又ハ既ニ生シタルコトヲ知レルトキハ其契約ハ無効トス 
  第６８３条 第六百四十条、第六百四十二条、第六百四十三条、第六百四十

六条、第六百四十七条、第六百四十九条第一項、第六百五十一条乃至第六

百五十三条、第六百五十六条、第六百五十七条、第六百六十三条及ヒ第六

百六十四条ノ規定ハ生命保険ニ之ヲ準用ス 
   ②（略） 
  

（注） 生存保険契約については，本文の規律と同様の規律は設けないものとする。 
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(6) 生命保険契約の無効・取消しによる保険料の返還 ★ 【各契約共通事項】 

保険契約が無効である場合又は取り消された場合の保険料の返還に関す

る規律に関して，次のような考え方があるが，どうか。 

   Ａ案 特段の規定は設けず，民法の規律にゆだねるものとする考え方 
   Ｂ案 〔保険契約者又は被保険者〕〔保険契約者，被保険者又は保険金受取

人〕による詐欺の場合には，保険者は，保険料を返還する義務を負わな

い旨の規定を設け，その他の場合については特段の規定は設けず，民法

の規律にゆだねるものとする考え方 
Ｃ案 保険契約者，被保険者又は保険金受取人が保険契約締結時に無効・取

消事由の存在について悪意〔又は重過失〕で，かつ，保険者が善意〔・

無重過失〕であった場合には，保険者は，保険料を返還する義務を負わ

ないものとする考え方 
 
（現行商法の関連条文） 

○ 第６４３条 保険契約ノ全部又ハ一部カ無効ナル場合ニ於テ保険契約者及ヒ

被保険者カ善意ニシテ且重大ナル過失ナキトキハ保険者ニ対シテ保険料ノ

全部又ハ一部ノ返還ヲ請求スルコトヲ得 

   第６８３条 第六百四十条、第六百四十二条、第六百四十三条、第六百四十

六条、第六百四十七条、第六百四十九条第一項、第六百五十一条乃至第六

百五十三条、第六百五十六条、第六百五十七条、第六百六十三条及ヒ第六

百六十四条ノ規定ハ生命保険ニ之ヲ準用ス 
   ②（略） 
  

（注） 生存保険契約についても本文の規律と同様の規律を設けるものとする。 

（補足） 本文の内容については，保険法部会資料８の第７の１の（補足）参照。 

 

２ 生命保険契約の効力・変動 

(1) 保険証書の交付・記載事項 【各契約共通事項】 
① 保険者は，生命保険契約の成立後，遅滞なく，保険契約者に対し，保険

証書を交付しなければならないものとする。 
② 保険証書には，次に掲げる事項を記載し，保険者がこれに署名し，又は

記名押印しなければならないものとする。 
(ｱ) 保険契約の種類 

(ｲ) 保険金額 

(ｳ) 保険料及びその支払の方法 
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(ｴ) 保険期間 

(ｵ) 保険契約者の氏名又は名称 

(ｶ) 被保険者の氏名 

(ｷ) 保険金受取人の氏名又は名称 

(ｸ) 保険契約締結の年月日 

(ｹ) 保険証書作成の年月日 
 

（現行商法の関連条文） 

○ 第６４９条 保険者ハ保険契約者ノ請求ニ因リ保険証券ヲ交付スルコトヲ要

ス 

②保険証券ニハ左ノ事項ヲ記載シ保険者之ニ署名スルコトヲ要ス 

一 保険ノ目的 

二 保険者ノ負担シタル危険 

三 保険価額ヲ定メタルトキハ其価額 

四 保険金額 

五 保険料及ヒ其支払ノ方法 

六 保険期間ヲ定メタルトキハ其始期及ヒ終期 

七 保険契約者ノ氏名又ハ商号 

八 保険契約ノ年月日 

九 保険証券ノ作成地及ヒ其作成ノ年月日 

第６７９条 生命保険証券ニハ第六百四十九条第二項ニ掲ケタル事項ノ外左

ノ事項ヲ記載スルコトヲ要ス 

一 保険契約ノ種類 

二 被保険者ノ氏名 

三 保険金額ヲ受取ルヘキ者ヲ定メタルトキハ其者ノ氏名 
   第６８３条 第六百四十条、第六百四十二条、第六百四十三条、第六百四十

六条、第六百四十七条、第六百四十九条第一項、第六百五十一条乃至第六

百五十三条、第六百五十六条、第六百五十七条、第六百六十三条及ヒ第六

百六十四条ノ規定ハ生命保険ニ之ヲ準用ス 
   ②（略） 
  

（注１） 生命保険契約における保険証書の記載事項については，現行商法第６４９条第

２項第２号の「保険者ノ負担シタル危険」と同法第６７９条第１号の「保険契約

ノ種類」との関係を含め，なお検討することとする。 
（注２） 生存保険契約についても本文の規律と同様の規律を設けるものとする。 

（注３） 本文の規律は，任意規定とする（第１の２(1)の（注２）及び（補足）参照）。 
 

(2) 保険料請求権の消滅時効 【各契約共通事項】 
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     第１の２(2)参照。 
 

（現行商法の関連条文） 

○ 第６６３条 保険金額支払ノ義務及ヒ保険料返還ノ義務ハ二年保険料支払ノ

義務ハ一年ヲ経過シタルトキハ時効ニ因リテ消滅ス 

第６８３条 第六百四十条、第六百四十二条、第六百四十三条、第六百四十

六条、第六百四十七条、第六百四十九条第一項、第六百五十一条乃至第六

百五十三条、第六百五十六条、第六百五十七条、第六百六十三条及ヒ第六

百六十四条ノ規定ハ生命保険ニ之ヲ準用ス 
   ②（略） 
  

（注１） 生存保険契約についても本文の規律と同様の規律を設けるものとする。 
（注２） 本文の規律の性質（強行規定か任意規定か）については，第１の３(7)の（注

２）参照。 
 

(3) 保険金請求権の処分 

保険事故の発生前に行う保険金請求権の譲渡又は質入れは，被保険者の同

意がなければ，その効力を生じないものとする。 
 

（現行商法の関連条文） 

○ 第６７４条 他人ノ死亡ニ因リテ保険金額ノ支払ヲ為スヘキコトヲ定ムル保

険契約ニハ其者ノ同意アルコトヲ要ス但被保険者カ保険金額ヲ受取ルヘキ

者ナルトキハ此限ニ在ラス 

②前項ノ保険契約ニ因リテ生シタル権利ノ譲渡ニハ被保険者ノ同意アルコト

ヲ要ス 

③保険契約者カ被保険者ナル場合ニ於テ保険金額ヲ受取ルヘキ者カ其権利ヲ

譲渡ストキ又ハ第一項但書ノ場合ニ於テ権利ヲ譲受ケタル者カ更ニ之ヲ譲

渡ストキ亦同シ 
  

（注１） 現行商法第６７４条第２項及び第３項は保険金請求権の譲渡に関する規律で

あるが，本文では，保険金請求権の質入れの場合にも同様の規律を設けている。 

なお，同法第６７４条では，保険契約者が被保険者でない場合（同条第２項）

と保険契約者が被保険者である場合（同条第３項）とを分けて規律しているが，

譲渡に関する規律という点で共通していることから，本文では一本の規律とし

ているが，その規定振りについては，なお検討することとする。 

（注２） 本文の同意は，譲渡については譲渡契約の当事者である譲受人又は譲渡人に

対して，質入れについては質権設定契約の当事者である質権者又は質権設定者

に対して，それぞれすれば足りると考えられる（１(2)アの（注１）参照）。 

（注３） 現行商法第６７４条第３項ただし書の後半部分と関連し，保険契約締結時に
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被保険者の同意を得る必要がない場合（１(2)イ参照）において，保険金請求権

の譲渡等をするときの規律の在り方については，保険契約締結時の規律の在り

方をも踏まえ，なお検討することとする。 

（注４） 保険契約者による契約上の地位の譲渡についても被保険者の同意がなければ

その効力を生じないものとすることについて，なお検討することとする。 

（注５） 本文の規律に反する特約（被保険者の同意を不要とする旨の特約）は，無効

とするものとする。 
（注６） 他人を被保険者とする生存保険契約については，本文の規律と同様の規律は

設けない（現行商法第６７４条第２項及び第３項と同じく，被保険者の同意を

効力要件とはしない）ものとする。 
 

  (4) 保険金受取人の変更 ★ 
 

（現行商法の関連条文） 

 ○ 第６７５条 保険金額ヲ受取ルヘキ者カ第三者ナルトキハ其第三者ハ当然保

険契約ノ利益ヲ享受ス但保険契約者カ別段ノ意思ヲ表示シタルトキハ其意

思ニ従フ 

②前項但書ノ規定ニ依リ保険契約者カ保険金額ヲ受取ルヘキ者ヲ指定又ハ変

更スル権利ヲ有スル場合ニ於テ其権利ヲ行ハスシテ死亡シタルトキハ保険

金額ヲ受取ルヘキ者ノ権利ハ之ニ因リテ確定ス 

第６７６条 保険金額ヲ受取ルヘキ者カ被保険者ニ非サル第三者ナル場合ニ

於テ其者カ死亡シタルトキハ保険契約者ハ更ニ保険金額ヲ受取ルヘキ者ヲ

指定スルコトヲ得 

②保険契約者カ前項ニ定メタル権利ヲ行ハスシテ死亡シタルトキハ保険金額

ヲ受取ルヘキ者ノ相続人ヲ以テ保険金額ヲ受取ルヘキ者トス 

第６７７条 保険契約者カ契約後保険金額ヲ受取ルヘキ者ヲ指定又ハ変更シ

タルトキハ保険者ニ其指定又ハ変更ヲ通知スルニ非サレハ之ヲ以テ保険者

ニ対抗スルコトヲ得ス 

②第六百七十四条第一項ノ規定ハ前項ノ指定及ヒ変更ニ之ヲ準用ス 
  

ア 保険金受取人の変更の意思表示 

(ｱ) 生前の意思表示による保険金受取人の変更 

① Ａ案 保険契約者は，保険事故が発生するまでの間，保険者に対す

る意思表示によって，保険金受取人を変更することができるも

のとする。 

Ｂ案 保険契約者は，保険事故が発生するまでの間，保険者，保険

金受取人又は変更によって保険金受取人になるべき者に対す
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る意思表示によって，保険金受取人を変更することができるも

のとする。 

② 保険金受取人の変更は，その通知を発した時に，その効力を生ずる

ものとする。 

③ 保険金受取人の変更は，保険契約者が保険者に通知をしなければ，

保険者に対抗することができないものとする。 
（問題点） 保険金受取人の変更の効力要件については，第５回会議において，こ

れを相手方のある意思表示とする本文の各案のほかに，相手方のない意

思表示としつつ，これを書面によってしなければならないものとする考

え方（Ｃ案）も指摘されたが，以上のそれぞれの考え方について，次の

ような点を踏まえて，どのように考えるか。 

① 保険金受取人に指定されていたＸが保険金を請求し，保険金の支払

を受けた後に，保険契約者がＹに対して保険金受取人をＹに変更する

旨を告げていたが保険者には通知していなかったことが判明した。 

Ａ案を採用すれば，Ｘは保険金を保持し続けることができるが，Ｂ

案又はＣ案を採用すれば，ＸはＹからの保険金相当額の支払請求に応

じなければならない。Ｙの請求の根拠は不当利得に基づく返還請求と

考えられるから，その請求権については利得（保険金の受領）時から

１０年間消滅時効が完成しない。 

② 保険金受取人に指定されていたＸが保険事故発生前に保険金請求

権を譲渡し，又は質権の目的としていた場合や，Ｘの債権者が保険事

故発生前にＸを債務者として保険金請求権について差押命令を得て

いた場合において，その譲受人，質権者又は差押債権者が保険金の支

払を受けたときにも，①と同様の事態が考えられる。なお，保険事故

発生後にＸの債権者が保険金請求権について差押命令を得た場合等

にも同様のことが考えられる。 

   各案を採用した場合の帰結は①に記載したのと同じであるが，Ｂ案

又はＣ案を採用した場合には，更に複雑な事態も考えられる。すなわ

ち，質権者や差押債権者は，保険金で債権の回収をしたものと信じ，

その後は債務者であるＸに対する債権について請求をしないであろ

うから，その債権が商行為によって生じたものである場合等には，そ

の債権について消滅時効が完成した後に，取得した保険金相当額の返

還を求められる事態等も生じ得る。 

③ 保険事故が発生した後，被保険者の相続人の１人であるＸが保険金

受取人に指定されていたことから，Ｘが保険金を取得することを考慮

の上で遺産分割協議をしたり，場合によっては，民法第９０３条の類
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推適用により保険金が特別受益に準じて受戻しの対象となる（最判平

成 16.10.29 民集 58・7・1979 参照）ことを前提に処理がされていた

りすることがあり得る。その後に，保険契約者がＹに対して保険金受

取人をＹに変更する旨を告げていたが保険者には通知していなかっ

たことが判明した。 

Ａ案を採用すれば問題は生じないが，Ｂ案又はＣ案を採用した場合

には，遺産分割協議後にその前提が崩れる事態等が生じ得る（そのよ

うな事態は，保険金受取人に指定されていた相続人の１人が保険金を

受領した時から１０年間生ずる可能性があることについて，①参照。）。 

          ④ 保険契約者兼被保険者は保険金受取人をＸに指定していたが，雑談

の中でＹに対して保険金を受け取るよう告げた。その後，やはりＹで

はなくＸに保険金を取得させるのが適当だと考え，保険者には何も通

知しなかった。保険事故が発生した後，Ｘが保険金を請求し，保険金

の支払を受けた。 

            Ａ案を採用すれば，保険契約者の意思どおりＸは保険金を保持し続

けることができるが，Ｂ案又はＣ案を採用すれば，ＹはＸに対して保

険金相当額の支払請求をすることができることになる。 

          ⑤ 保険契約者兼被保険者が保険金受取人をＸに変更する旨の遺言をし，

その後に死亡したことから，その遺言に従ってＸに保険金が支払われ

た。その後に，保険契約者の遺品の中から遺言書の記載にかかわらず

保険金受取人をＹに変更する旨の記載のある紙が発見された。 

Ａ案又はＢ案を採用すれば，Ｘは保険金を保持し続けることができ

るが，Ｃ案を採用すれば，ＸはＹからの保険金相当額の支払請求に応

じなければならない（民法第１０２３条第１項参照。しかも，Ｃ案に

よれば，保険契約者が生前に保険金受取人をＹに変更すると紙に書い

たのを見た旨をだれかが証言しただけで，上記請求が認められること

も想定し得る。なお，そのような事態は，Ｘが保険金を受領した時か

ら１０年間生ずる可能性があることについて，①参照。）。 

          ⑥ 保険契約者兼被保険者がＸを保険金受取人に指定しており，保険事

故が発生したことから，Ｘが保険者に対して保険金の支払請求訴訟を

提起したところ，保険者はＸが被保険者を殺害したことを理由に免責

を主張し，これが認められてＸの支払請求は棄却された。その後に，

保険契約者が生前にＹに対して保険金受取人をＹに変更する旨を告

げていたが保険者には通知していなかったことが判明した。 

            Ｂ案又はＣ案を採用すれば，保険者は，対抗要件としての通知が具

備されていない以上，保険金の支払を拒むことができることになるが，

そうすると，保険契約者の相続人が通知をする場合を除き，Ｙが保険
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金を取得するための手段はないようにも考えられる（これに対し，Ａ

案を採用すれば，保険金受取人の変更の意思表示が保険者に到達して

いるのが通常であるから，保険者はＸからの請求については保険金受

取人からの請求ではないという理由で拒むことになり，別途Ｙが保険

者に対して保険金の請求をすることができることになる。）。 

（注１） 現行商法上は，保険契約者が保険金受取人の変更権を留保した場合に限り，

保険契約者は保険金受取人の変更権を有すると解されている（同法第６７５

条第１項ただし書参照）が，本文では，保険契約者は保険契約締結後に自由

に保険金受取人を変更することができるものとしている（保険金受取人の指

定と変更との関係については，１(4)の（補足）参照。）。 

また，現行商法上は，保険契約者が保険金受取人を変更することができ

る時期について規定されていないが，本文では，保険事故発生時までにす

る必要があることを明示している（保険契約者が保険金受取人でもある場

合には，保険契約者は，保険事故発生後に保険金請求権を譲渡し，又は質

権の目的とすることはできる。）。 

なお，本文の保険金受取人の変更の意思表示の法的性質等は現行商法に

おける保険金受取人の変更の意思表示と同じであり，保険金受取人や保険

者の同意なく，保険契約者の一方的意思表示によってその効力を生ずるこ

とになる。また，保険金受取人が当然に利益を享受することについては，

１(4)の本文③参照。 

（注２） Ａ案及びＢ案は，保険金受取人の変更の意思表示を相手方のある意思表

示とすることを前提にするものである。 

本文②では，保険契約者が保険金受取人を変更する旨の意思表示を発し

た時に，保険金受取人の変更の効力を生ずる（保険契約者が意思表示を発

した後到達するまでの間に保険事故が発生した場合にも保険金受取人の変

更の効力は生ずる）こととしている。 

          また，本文③では，保険者が二重弁済の危険にさらされることを防止す

るために，保険者に対する通知を保険者に対する対抗要件としている（Ａ

案では，通常は，保険金受取人の変更の意思表示の到達が本文③の「通知」

に当たると考えられるが，その意思表示が到達しなかったときは，改めて

保険金受取人を変更した旨の通知をする必要がある。）。なお，対抗要件と

しての通知は，保険事故発生後にもすることができ，また保険契約者が死

亡した場合には，その相続人がすることになる。 

（注３） 保険契約者が保険金受取人を変更しない旨の意思を表示したり，保険金

受取人が保険金を取得しない旨の意思を表示したりした場合の法律関係に

ついては，なお検討することとする。 

（注４） 生存保険契約についても本文の規律と同様の規律を設けるものとする。 
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（注５） 本文の規律は，任意規定とする。 

（補足）１ 本文及び（問題点）では，保険金受取人の変更の要件（保険金受取人

の変更の意思表示は相手方のある意思表示か，相手方のない意思表示か，

相手方のある意思表示であるとしてその相手方はだれか）について，問

題提起している。 

現行商法上，保険金受取人の変更の意思表示の相手方に関する明文の規

定はなく，学説上争いがある（最判昭和 62.10.29 民集 41・7・1527 は，

保険者又は新旧保険金受取人に対する意思表示であるとしたものといわ

れている。）ことから，本文では，これを明文で定めることを前提として，

その規律について両案を併記するとともに，（問題点）において，具体的

な問題点を踏まえた検討をすることとしている（なお，第７回会議におい

て，生命保険契約のうち一定の契約（例えば，被保険者が任意に加入し，

実質的に保険料の負担をする団体生命保険契約等）においては，被保険

者が保険契約者に対して保険金受取人の変更を申し出た時に保険金受取

人の変更の効力を生ずるものとすべき旨の指摘がされたが，本文のよう

な規律を前提とすれば，事案によっては，そのような解釈がされる余地

も十分あるように考えられる。）。 
この問題を考えるに当たっては，保険契約者の意思の尊重もさることな

がら，保険金受取人の変更の意思表示が形成権であるといわれていること

との関係上，その行使によって法的に不安定な事態が生じることがないか

という観点からの検討も重要であり，このような観点からも検討する必要

がある。 
（問題点）①は，保険金受取人に指定されていた者の法的安定性の観点

からの問題提起であるが，Ｂ案やＣ案によると，保険金受取人は，保険金

を受領してから１０年間もの間，保険金相当額の支払請求を受けるかもし

れないという地位に置かれることになる。 
           （問題点）②は，保険金請求権の譲受人や質権者，差押債権者の法的安

定性の観点からの問題提起であるが，Ｂ案やＣ案によると，（問題点）①

と同様の点に加え，これらの者は保険金を取得することができないという

にとどまらない不利益を被るおそれがあるようにも考えられる。 

           （問題点）③は，被保険者の相続人の法的安定性の観点からの問題提起

であり，（問題点）①や②と同じく，Ｂ案やＣ案を採用すると不合理な結

論とならないかについて，検討する必要があると考えられる。 
           （問題点）④は，Ｂ案やＣ案の根拠とされる保険契約者の意思の尊重の

必要性という観点からの問題提起である。 
           第５回会議において，Ａ案よりもＢ案又はＣ案の方が保険金受取人の変

更が広く認められることになり，保険契約者の意思が尊重されることにな
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るという利点がある旨の指摘がされたが，（問題点）④に掲げたような事

案においては，Ｂ案又はＣ案を採用しても，保険契約者の真意に合致しな

い結論となる事案もあるとの指摘がされている。むしろ，保険金受取人の

変更という重大な法律関係の変動をもたらす形成権の行使については，そ

の意思表示の相手方を契約当事者である保険者に限った方が法律関係が

簡明となり，また，契約当事者である保険者に対する意思表示によるとす

ることが，形成権という法的性質との関係でも自然な法律構成ではないか

と考えられる。 
           （問題点）⑤は，イのように，遺言による保険金受取人の変更に関する

規律を設けることとの関係について問題提起するものである。 
すなわち，Ｃ案を採用すると，（問題点）⑤のような場合には，保険

金受取人がＹに変更されることになるが，これは法的安定性を害するこ

とにならないかという観点からの検討が必要と考えられる。これが法的

安定性を害するとすれば，その原因は保険契約者以外の者が認識するこ

とができない形の意思表示を認めることにあると考えられる。 

また，Ｃ案を徹底すれば，（問題点）⑤の事案で遺言書が作成された

後に新たな遺言書が作成されたが，その遺言が無効であったという場合

にも，保険金受取人の変更の部分についてはその旨の意思表示がされた

ということになるが，遺言が無効であるにもかかわらずその一部（保険

金受取人の変更の部分）だけは実体法上の効力が生じているとみること

は，保険金受取人の変更を遺言事項とすることとの関係で説明が困難で

あるとも考えられる（さらに，（問題点）④記載の点とも関連するが，遺

言者としては，遺言が全体として有効であるという前提でその内容を決

めているのが通常であろうから，保険金受取人の変更の部分だけを取り

出して，常にその効力が生じているとするのは，遺言者すなわち保険契

約者の意思にも反すると考えられる。）。 

           （問題点）⑥は，保険者以外の者に対する意思表示によって保険金受取

人を変更することができるとする結果生ずる不都合について，問題提起す

るものである。 
（問題点）⑥の事案においては，保険者に対する通知が対抗要件であ

る以上，保険者はＹに対して保険金を支払うことも可能ではあるが，保

険者がＹに対する支払を拒んだ場合にＹがとり得る手段は必ずしも明ら

かではなく，このような事態が生ずると，保険契約者の意思に反するこ

とになると考えられる。 

         ２ （注５）では，本文の規律を任意規定とすることを提案している。 
           これは，第５回会議における御指摘（保険金受取人の変更を認めず，又

は一定の場合に限って保険金受取人の変更を認める旨の特約をする必要
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がある旨の御指摘）を踏まえたものである。 
           もっとも，形成権という法的性質上，保険金受取人の変更を認める場合

に，本文と異なる方法によることは許容されないようにも思われるが，こ

の点については，なお検討することとする。 
 

(ｲ) 遺言による保険金受取人の変更 

(ｱ)にかかわらず，保険金受取人の変更は，遺言によってすることが

できる。   

（問題点）１ 遺言による場合にも，保険者に対する通知を保険者に対する対抗要

件とする必要があると考えられるが，だれがするかについては，例え

ば，次のような仕組みが考えられるが，どうか。 

(1) 保険契約者の相続人の全員又は一部の者がするものとする考え方 

(2) 遺言執行者（民法第１００６条，第１０１０条参照）がするもの

とする考え方 

          ２ 保険金受取人の変更の意思表示の要素について，どのように考える

か。 

（注１） 現行法上，保険金受取人の変更は遺言事項として法定されておらず，遺言

で保険金受取人を変更することができるかについては争いがあることから，

本文では，これを遺言事項とすることを提案している。 
（注２） 本文では，他人を被保険者とする生命保険契約についても，遺言による

保険金受取人の変更を認めることを前提としている。また，被保険者の同

意（(ｳ)参照）を得る必要があるときは，遅くとも保険事故が発生する時ま

でに被保険者の同意がされる必要があると考えられる。 

（注３） 遺言による保険金受取人の変更は，遺言の効力の発生（民法第９８５条）

によってその効力を生ずると考えられる。 

（注４） 生存保険契約についても本文の規律と同様の規律を設けるものとする。 
（注５） 本文の規律は，任意規定とする。 

     （補足）１ （問題点）１は，保険者に対する通知の方法について問題提起してい

る。 

この点について何らの規律も設けない場合には，保険契約者の相続人

がすることになる（全員がする必要があるかどうかについては，検討を

要する。）が，保険契約者が被保険者でもあり，遺言で保険金受取人が

保険契約者の相続人の全部又は一部に変更されたような場合にまで，常

に遺言執行者を選任しなければならないものとする必要はないと考え

られる。 

そもそも保険者に対する通知は保険者が二重弁済の危険にさらされ

るのを防ぐために要求されるものであることからすれば，保険者が遺言
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の内容を確認することができる限り，常に相続人の全員で通知をしなけ

ればならないとする理由は乏しいようにも考えられる。 

他方で，遺言で保険金受取人が保険契約者の相続人以外の者に変更さ

れた場合等には，その相続人と保険金受取人との間で感情的な対立等が

生じ得ることから，認知（民法第７８１条第２項，戸籍法第６４条）や

推定相続人の廃除・取消し（民法第８９３条，第８９４条第２項）等と

同じく，遺言執行者によることとすべきとの考え方（(2)の考え方）も

あり得るが，このような考え方を採用すれば，保険契約者の相続人が通

知することに異存がない場合であっても，常に遺言執行者を選任する必

要があることになる（この場合には，遺言執行者の報酬が必要となり得

る。）こと等を踏まえ，私人間の契約について，このような規律とする

ことの当否について検討する必要がある。 

         ２ （問題点）２は，保険金受取人の変更の意思表示の要素は何かについ

て，問題提起するものである。 

           この点については，保険法部会資料６の第５の４(1)イの（注）１の

(ⅳ)において，遺言の必要的記載事項を法定する必要があるかという形

で問題提起していたが，どのようなことを遺言書に記載すれば保険金受取

人の変更の効力が認められるかということは，遺言による保険金受取人の

変更の場合に特有の問題ではなく，生前の意思表示による保険金受取人の

変更の場合にも共通する問題と考えられる。すなわち，保険金受取人の変

更の効力が生ずるためには，保険金受取人の変更の意思が表示されたとみ

ることができることが必要であり，そのためには，どの契約について，保

険金受取人をだれに変更するのかが（保険金額のうち一部についてだけ保

険金受取人を変更する場合には，その対象と割合も）特定されている必要

があるところ，これは生前の意思表示による保険金受取人の変更にも共通

する問題であり，遺言の場合にだけ何らかの特別の規律を設けることは考

え難い。 

なお，生前の意思表示による保険金受取人の変更については，保険契約

者の保険者に対する表示を合理的かつ客観的に解釈して定めるべきと解

されている（最判昭和 58.9.8 民集 37・7・918）が，遺言の解釈に当たっ

ては，遺言者の真意を探究すべきと解されている(最判昭和 58.3.18 判時

1075・115)ことから，遺言による保険金受取人の変更については，このよ

うな解釈が妥当すると考えられるものの，これは遺言による保険金受取人

の変更に限ったことではなく，遺言による保険金受取人の変更についてだ

け特別の規律を設ける必要はないと考えられる。 

とはいえ，現行法の下において，何か実務上の問題があるとすれば，そ

れを参考にしつつ，立法論という観点から検討することも考えられること
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から，改めて問題提起している。 

３ 本文及び（注２）では，他人を被保険者とする生命保険契約について

も，遺言による保険金受取人の変更を認めることを提案している。 

   これは，遺言による保険金受取人の変更を認める以上，生前の意思表

示の場合よりも適用範囲を限定すべき理由はないという考えに基づくも

のであるが，死亡保険契約における被保険者の同意（(ｳ)参照）との関係

を整理しておく必要があると考えられる。 

この点については，被保険者の同意が必要とされている趣旨に照らし

て，遺言の効力発生時（民法第９８５条参照）までに限る必要はなく，

保険事故が発生する時に被保険者の同意が存在していれば足りると考え

られる。 

         ４ （注５）では，本文の規律を任意規定とすることを提案している。 
           これは，(ｱ)の（注５）と同じ考えに基づくものであり，生前の意思表

示による保険金受取人の変更と同じく，遺言による保険金受取人の変更を

認めないことや，保険金受取人となるべき者を一定の者に限定することも

可能と考えられる（なお，保険契約者が保険金受取人を変更しない旨の意

思表示をしていたときの法律関係については，(ｱ)の（注３）参照）。 
           ただし，遺言による保険金受取人の変更を許容する場合には，（問題点）

１に記載の点を含め，相続法に関する規律と異なる特約は許容されないと

考えられる。 

 

(ｳ) 被保険者の同意 

他人を被保険者とする死亡保険契約の保険金受取人の変更は，被保険

者の同意がなければ，その効力を生じないものとする。 

（注１） 本文の同意の相手方については，生前の意思表示による保険金受取人の

変更の規律（(ｱ)参照）を踏まえ，なお検討することとする。 

（注２） 保険契約締結時に被保険者の同意を得る必要がない場合（１(2)イ参照）

や保険金受取人を被保険者に変更する場合における，保険金受取人の変更

の規律の在り方については，保険契約締結時の規律の在り方をも踏まえ，

なお検討することとする。 

（注３） 本文の規律に反する特約は，無効とするものとする。 
（注４） 他人を被保険者とする生存保険契約については，本文の規律と同様の規

律は設けない（被保険者の同意を効力要件とはしない）ものとする。 
 

イ 保険事故発生前に保険金受取人が死亡した場合の規律 

① 保険金受取人が被保険者でない場合において，その保険金受取人が死
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亡したときは，保険契約者は，〔保険金受取人を変更しない旨を約したと

きであっても，〕保険事故が発生するまでの間，保険金受取人を変更する

ことができるものとする。 

② ①の場合において，保険契約者が保険金受取人を変更しない間に保険

事故が発生したときは，保険金受取人の相続人（その者が相続の開始後

保険事故が発生するまでの間に死亡した場合にあっては，その相続人）

を保険金受取人とするものとする。 

（問題点） 本文②によって保険金受取人となる者が二人以上いる場合，その権利の

割合について特別の規律を設けなければ，別段の意思表示がないときは，

平等の割合になる（民法第４２７条参照）ところ，この点について，保険

金受取人の相続人の相続分によって決すべきとの考え方があるが，どうか。

仮にこのような考え方を採用する場合には，各保険金受取人の権利の割合

の計算方法について，具体的にどのように考えるか。 

（注１） 本文②は，保険金受取人の相続人のうち保険事故発生時に生存している者，

その相続人が保険事故発生時までに死亡しているときはその相続人（その相

続人が死亡しているときは更にその順次の相続人）を保険金受取人とするも

のであるが，その規定振りについては，なお検討することとする。 

なお，本文②に関連して，保険金受取人が死亡した時点で②に記載した者

が保険金受取人としての地位を取得することになることを明確に規定する必

要があるかどうかについては，なお検討することとする。 

（注２） 生存保険契約についても本文の規律と同様の規律を設けるものとする。 
（注３） 本文の規律は，任意規定とする。したがって，約款等であらかじめ保険金受

取人が死亡した場合にだれが保険金受取人に変更されるのかについて定めて

いる場合等には，本文①や②の規律は適用されない（ア(ｱ)の（補足）２参照）。 
（注４） 現行商法第６７５条第２項の規律を削除し，保険契約者が死亡したときは，

その相続人が保険金受取人を変更することができる（ただし，保険契約者が

保険金受取人を変更しない旨を約していた場合は，この限りでない。）ことと

する。なお，本文②は，現行商法第６７６条第２項とは異なり，保険金受取

人の死亡後保険事故が発生する前に保険契約者が死亡した場合にも，その相

続人が保険金受取人を変更することができることを前提としている。 

（補足） （問題点）では，第５回会議における御指摘を踏まえ，各保険金受取人の

権利の割合について問題提起している。 

この点について，最判平成 5.9.7 民集 47・7・4740 は，民法第４２７条の

規定によって，原則として平等の割合によると判示している。 

これについては，②は保険契約者が保険金受取人を変更しなかった場合の

規律であり，保険契約者の意思のみを前提として考えることは相当ではない

 
 

27



と考えられることを踏まえ，民法第４２７条の特則を規定するまでの必要性

があるのかという観点から検討する必要があると考えられる。 

また，保険事故が発生した時に保険金受取人の相続人が全員生存していれ

ば，その相続分によって権利の割合を決することで問題ないと考えられるも

のの，相続人のうち一部の者が死亡していた場合等には，その相続分によっ

て計算することはできないから，便宜上その相続人は相続人ではなかったと

仮定して民法第９００条以下の規定に従って「相続分」の計算をし直すこと

等が必要となるが，それでよいか，被相続人が遺言による相続分の指定（同

法第９０２条）をしていたときや，特別受益（同法第９０３条，第９０４条）

や寄与分（同法第９０４条の２）を考慮する必要があるときには，それを前

提に「相続分」を計算する必要があることとすべきか等についても，検討す

る必要があると考えられる。 
 

(5) 危険の増加 【各契約共通事項】 

  １の２(3)参照。 第
 
（現行商法の関連条文） 

○ 第６５６条 保険期間中危険カ保険契約者又ハ被保険者ノ責ニ帰スヘキ事由

ニ因リテ著シク変更又ハ増加シタルトキハ保険契約ハ其効力ヲ失フ  

第６５７条 保険期間中危険カ保険契約者又ハ被保険者ノ責ニ帰スヘカラサ

ル事由ニ因リテ著シク変更又ハ増加シタルトキハ保険者ハ契約ノ解除ヲ為

スコトヲ得但其解除ハ将来ニ向テノミ其効力ヲ生ス  

②前項ノ場合ニ於テ保険契約者又ハ被保険者カ危険ノ著シク変更又ハ増加シ

タルコトヲ知リタルトキハ遅滞ナク之ヲ保険者ニ通知スルコトヲ要ス若シ

其通知ヲ怠リタルトキハ保険者ハ危険ノ変更又ハ増加ノ時ヨリ保険契約カ

其効力ヲ失ヒタルモノト看做スコトヲ得 

③保険者カ前項ノ通知ヲ受ケ又ハ危険ノ変更若クハ増加ヲ知リタル後遅滞ナ

ク契約ノ解除ヲ為ササルトキハ其契約ヲ承認シタルモノト看做ス 

第６８３条 第六百四十条、第六百四十二条、第六百四十三条、第六百四十

六条、第六百四十七条、第六百四十九条第一項、第六百五十一条乃至第六

百五十三条、第六百五十六条、第六百五十七条、第六百六十三条及ヒ第六

百六十四条ノ規定ハ生命保険ニ之ヲ準用ス 
   ②（略） 
  

（注） 生存保険契約については，本文の規律と同様の規律は設けないものとする。 
（補足） 危険の増加の規律については，告知義務に関する規律（１(3)参照）も踏まえ，

なお検討することとする。 
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  (6) 危険の減少 【各契約共通事項】 

第
 
１の２(4)参照。 

（現行商法の関連条文） 

○ 第６４６条 保険契約ノ当事者カ特別ノ危険ヲ斟酌シテ保険料ノ額ヲ定メタ

ル場合ニ於テ保険期間中其危険カ消滅シタルトキハ保険契約者ハ将来ニ向

テ保険料ノ減額ヲ請求スルコトヲ得 
  第６８３条 第六百四十条、第六百四十二条、第六百四十三条、第六百四十

六条、第六百四十七条、第六百四十九条第一項、第六百五十一条乃至第六

百五十三条、第六百五十六条、第六百五十七条、第六百六十三条及ヒ第六

百六十四条ノ規定ハ生命保険ニ之ヲ準用ス 
   ②（略） 
  

（注） 生存保険契約については，本文の規律と同様の規律は設けないものとする。 
（補足） 危険の減少の規律については，危険の増加に関する規律（(5)参照）も踏まえ，

なお検討することとする。 
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